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平成 25 年８月 26 日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 Ｔ ＆ Ｃ ホ ー ル デ ィ ン グ ス

代 表 者 名 代表取締役  田 中 茂 樹

 （コード番号：３８３２）

問 合 せ 先 取 締 役  松 本 貞 子

（ TEL. ０３－５４４３－７４８９）

 

ラ イ ツ・オ フ ァ リ ン グ（ ノ ン コ ミ ッ ト メ ン ト 型 ／ 上 場 型 新 株 予 約 権 の 無 償 割 当 て ）

に 関 す る お 知 ら せ  

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社以外の全株主様を対象としたライツ・オファリング（ノン

コミットメント型／上場型新株予約権の無償割当て）（以下「本件」といい、本件における資金調達方法を、

以下「本資金調達方法」という。）を行うことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 本資金調達方法は、新株予約権を、株主確定日時点において当社普通株式を所有する、当社を除く全て

の株主に対し、その保有する株式数に応じて無償で割り当て（以下「本新株予約権」といいます。）、その

行使に応じて資金を調達する手法です。また、本新株予約権自体が株式会社東京証券取引所（以下「東京

証券取引所」といいます。）に上場する予定であることから、本新株予約権の行使を希望しない株主の方は、

本新株予約権を市場等で売却する機会を得ることとなります。 

一方で、一定の期日までに何れの手続きも実施されない場合におきましては、本新株予約権は失権し、

その行使又は売却のいずれも行うことができなくなります。従いまして、当社といたしましては、本新株

予約権の割当てを受けた株主の皆様には、①本新株予約権を行使して当社普通株式を取得するか、又は②

本新株予約権を売却して売却代金を得るかの何れかを選択していただきたいと考えております。 

 当社株主の皆様におかれましては、本資料及び本日公表の「ライツ・オファリング（ノンコミットメン

ト型／上場型新株予約権の無償割当て）に関するご説明（Q&A）」をご参照いただき、本件並びに本資金調

達方法の内容について十分にご理解いただいた上で、本新株予約権に係るご判断をいただきますよう、お

願い申し上げます。 

 なお、当社は本日開催の取締役会において、本件に先立ち第三者割当増資（デットエクイティスワップ）

を行うことを決議しておりますが、その成否に関わらず本件を実施する予定であります。 

 

 

 

 

 

 

記 

 

 

＜株主様専用お問合せ窓口＞ 

０１２０－３２５－２２５ 

（土・日・祝日を除く平日 9：00～18：00） 
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１．本件の目的等 

（１）資金調達の目的 

当社は平成 20 年 11 月期より５期連続で営業赤字を計上するなど業績が低迷し、事業の抜本的な再生に

向けた各種の取組みを行ってまいりました。かかる事業再生に向けた取組みの具体的な内容としては、平

成 25 年 11 月期第１四半期連結会計期間においてホルムアルデヒド低温ガス滅菌器の製造・販売を行う株

式会社メディエート（以下「メディエート社」という。）を連結子会社化しました。この結果として、一定

以上の効果は確認されましたが、残念ながら売上減少を完全に補うには至らず、平成 25 年 11 月期第２四

半期連結累計期間においては、営業損失 183 百万円、経常損失 78 百万円、四半期純損失 102 百万円を計上

いたしました。この結果、当社は、平成 25 年５月 31 日時点において、587 百万円の債務超過に陥ってい

ます。また、これらにより、当社は継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況となっておりま

す。 

かかる状況を受け、当社は債務超過を解消するために必要となる資本を増強しつつ、今後の事業再生へ

向けた資金を確保するという目的のもと、既存株主の皆様への影響等も勘案し、様々な施策について検討

を重ねてまいりました。その結果、本資金調達方法が、当社、ひいては株主の皆様にとって最適な資金調

達方法であるとの結論に至り、本日、本件の実行を決議いたしました。なお、本日決議の第三者割当増資

（デットエクイティスワップ）（詳細については、本日決議の第三者割当増資（デットエクイティスワップ）

に関するプレスリリース「第三者割当により発行される株式（現物出資（デットエクイティスワップ））の

募集並びに筆頭株主及び主要株主の異動に関するお知らせ」をご参照下さい。）によって債務超過のうち

507 百万円を縮小し、本資金調達によって平成 25 年 11 月末までに平成 25 年 11 月期第２四半期末（平成

25 年５月末）時点の残りの債務超過 80 百万円を解消し、かつ今後の事業再生へ向けた資金調達を行う予

定であります。 

 

（２）本資金調達方法を選択した理由 

 本資金調達方法を選択するに至った具体的な検討内容は以下の通りです。 

 ①その他の資金調達方法の検討について 

A．金融機関からの借り入れ 

上述の通り、現状当社は債務超過の状態にあり、かつ継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況で、未だ事業再生の過程にあることから、主に安定した企業を対象とする金融機関等からの

借入れによる資金調達は、困難であると判断いたしました。 

B．公募増資 

公募増資については、当社の株式流動性や時価総額がより高い水準に至った際には有力な資金調達

手段となり得る可能性がありますが、現在の当社の株式流動性や時価総額等を鑑みた結果、現時点に

おいては、資金調達手法の候補からは除外しております。 

C．第三者割当による株式、新株予約権、又は転換証券の発行 

本日、第三者割当による株式の発行を決議しております。（詳しくは第三者割当増資（デットエク

イティスワップ）に関するプレスリリース「第三者割当により発行される株式（現物出資（デットエ

クイティスワップ））の募集並びに筆頭株主及び主要株主の異動に関するお知らせ」をご参照くださ

い。）更なる第三者割当による株式、新株予約権、又は転換証券の発行については、本日決議の第三

者割当増資（デットエクイティスワップ）の債権者の他に、割当先を探すのに困難を要したことから、

資金調達手法の候補からは除外しております。 
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D．非上場型の新株予約権の無償割当て 

新株予約権を上場させない非上場型の新株予約権の無償割当てについては、株主の皆様が新株予約

権を売却する機会が乏しく、結果的には新株予約権を行使されない株主の皆様が希薄化に伴う影響を

回避する選択肢が限定的であり、本資金調達方法と比較した場合、本資金調達方法がより適切な手段

と判断いたしました。 

E．コミットメント型ライツ・オファリング 

ライツ・オファリングには、特定の証券会社等の金融機関との間で、当該金融機関が予め一定期間

内に行使されなかった新株予約権について、その全てを引き受けた上でそれらを行使することを定め

た契約を締結する、いわゆるコミットメント型ライツ・オファリングといわれるスキームがあり、か

かるスキームを採用した場合、資金調達額が発行会社が当初想定していた金額に到達せず、又はそれ

により想定していた資金使途に充当できないこととなるリスクを低減させることができます。当社は、

同スキームについてもその実現可能性を検討しましたが、いわゆるライツ・オファリングにおけるコ

ミットメントが、金融商品取引法における有価証券の引受けに該当するため（金融商品取引法第２条

第８項第６号）、上述の公募増資と同様に、現在の当社の株式流動性や時価総額等を鑑みれば、その

実施は相当に困難であると判断するに至りました。 

 

② 本資金調達方法（ノンコミットメント型ライツ・オファリング）のメリット及びデメリット 

 （メリット） 

本資金調達方法は、上述のとおり、新株予約権を株主確定日時点における当社を除くすべての株主に

対して無償で割当て、その行使に応じて資金を調達する手法です。当社が本資金調達方法について認識

しているメリットは次のとおりです。 

A．既存の株主の皆様への平等な投資機会の提供 

本資金調達方法の特長として、すべての株主様に本新株予約権を無償で割り当てるということがあ

げられます。かかる特長により、当社の現状並びに今後の事業展開及び方向性を株主の皆様方に広く

ご理解いただくとともに、全ての株主の皆様にとって平等な投資機会をご提供することが可能である

と考えております。 

B．既存株主における株式価値希薄化による影響の極小化 

株主の皆様における、保有する株式数に応じて本新株予約権が割り当てられるため、当該新株予約

権を行使することによって、各株主様の保有に係る株式価値が希薄化することを回避できます。また、

新株予約権の無償割当てという発行形態は、株主の皆様による本新株予約権の行使を前提とする資金

調達方法ではありますが、本新株予約権は東京証券取引所へ上場される予定であるため、本新株予約

権の行使を希望されない株主様が本新株予約権を市場で売却することも可能です。これにより、本新

株予約権の行使を行わない場合でも、持分の希薄化により生じる不利益の全部又は一部を、本新株予

約権の売却益によって補う機会が得られることが期待されます。 

C．新株予約権の上場による新たな投資家層の開拓 

本新株予約権が東京証券取引所に上場されることから、リスクをとって当社の事業再生の過程をご

支援いただける潜在的な投資家様に当社株式を保有する機会を新株予約権の取得という形で提供し、

新たな投資家層を開拓することを可能とします。その結果、市場を通じて株式を取得する新たな株主

様の増加、新株予約権の行使による新株の発行に伴う発行済株式総数の増加、及び当社の株式の流動

性の向上が見込まれます。 
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（デメリット） 

A．資金調達の不確実性 

本資金調達手法においては、発行した新株予約権が行使されることで、当社は資金の調達を実現で

きることとなるため、本新株予約権の割当てを受け、又は本新株予約権を市場を通じて取得した株主

様による行使比率が低かった場合は、調達する資金の額が想定を下回る恐れがあり、調達金額によっ

ては債務超過を解消できないため、２期連続での債務超過となり、東京証券取引所有価証券上場規程

第 604 条の４第１項第２号（関連規則は同第 601 条第１項第５号）に規定された上場廃止基準に抵触

し、上場廃止となるリスクがあります。なお、平成 25 年８月 23 日（金）までに最終行使結果が公表

されたノンコミットメント型ライツ・オファリング８社の平均行使率が 89.1%（各社開示書類より算

出）となっております。 

 

以上を検討した結果、本資金調達方法は全ての株主様に本新株予約権を無償で割り当てることから、

当社の現状及び今後の事業再生へ向けた取り組みを株主の皆様に広くご理解いただくとともに、全ての

株主の皆様にとって平等な機会をご提供することが可能であると判断しました。当社といたしましては、

当社の目的を達成しつつ、かつ、株主の皆様の利益保護に十分配慮した現時点における最適な資金調達

方法であると考えております。 

 

２．ライツ・オファリングの方法 

（１）無償割当ての方法 

平成 25 年９月 18 日（水）を株主確定日とし、当社普通株式に係る当該株主確定日における最終の株

主名簿に記載又は記録された株主に対して、その有する当社普通株式１株につき１個の割合で当社第５

回新株予約権を新株予約権無償割当て（会社法第 277 条）の方法により割り当てます。 

 

（２）本新株予約権の内容等 

①新株予約権の名称 株式会社 T&C ホールディングス 

第５回新株予約権 

②新株予約権の目的となる株式の種類及び数 １．本新株予約権１個当たり、当社普通株式 0.5 株

２．本新株予約権を行使した本新株予約権の保有者

（以下「本新株予約権者」という。）に交付する株

式の数が１株に満たない端数が生じたときは、その

端数を切り捨てるものとする。 

③新株予約権の総数 

 

51,713 個 

（平成 25 年８月 26 日現在の発行済株式総数は

27,321 株で、本日決議の第三者割当増資（デットエ

クイティスワップ）により 24,392 株が新規発行さ

れるため、当社発行済株式総数は 51,713 株となる

予定です。） 

※新株予約権の総数とは、平成 25 年８月 26 日現在

の当社の発行済株式総数（当社が保有する当社普通
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株式の数を除く。）を基準とし、本日決議の第三者

割当増資（デットエクイティスワップ（詳しくは第

三者割当増資（デットエクイティスワップ）に関す

るプレスリリース「第三者割当により発行される株

式（現物出資（デットエクイティスワップ））の募

集並びに筆頭株主及び主要株主の異動に関するお

知らせ」をご参照ください。）によって増加する株

式数を考慮して算出した見込みの数である。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

（行使価額） 

１株（２個）につき 13,000 円 

⑤新株予約権の行使によって株式を発行する場合に

おける資本組入額 

１株（２個）につき 6,500 円 

⑥新株予約権の権利行使期間 平成 25 年 10 月 18 日（金）から 

平成 25 年 11 月８日（金）まで 

⑦新株予約権の行使条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑧新株予約権の当社の取得事由 本新株予約権の取得事由は定めない。 

⑨新株予約権の行使請求の方法 （１）本新株予約権を行使しようとする本新株予約

権者は、直近上位機関（当該本新株予約権者が本新

株予約権の振替を行うための口座の開設を受けた

振替機関又は口座管理機関をいう。以下同じ。）に

対して、本新株予約権の行使を行う旨の申し出及び

払込金の支払いを行う。 

（２）直近上位機関に対し、本新株予約権の行使を

行う旨を申し出た者は、その後これを撤回すること

ができない。 

⑩その他投資判断上重要な又は必要な事項 （１）当社は、本新株予約権の権利行使を受けた場

合、その目的たる普通株式を新規に発行した上で交

付いたします（自己株式による交付は予定しており

ません）。 

（２）本書及び平成 25 年８月 26 日付で関東財務局

長宛提出の有価証券届出書（その後の訂正を含みま

す。）（URL：http://info.edinet-fsa.go.jp/）を熟

読された上で、株主様又は投資家様ご自身の責任に

おいて投資判断を行ってください。 

※各株主様における手続きの詳細につきましては、

平成 25 年８月 26 日（月）公表の「ライツ・オファ

リング（ノンコミットメント型／上場型新株予約権

の無償割当て）に関するご説明（Q&A）」をご参照く

ださい。 
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（注）本新株予約権の募集については、日本国以外の法域において登録又は届出を行っておらず、ま

たその予定もありません。従って、外国の居住者については、それぞれに適用される証券法その

他の法令により、本新株予約権の行使又は転売が制限されることがあるので、外国の居住者（当

該株主に適用ある外国の法令により、上記の制限を受けない機関投資家等を除く。）は、かかる

点につき注意を要します。 

米国居住株主は、本新株予約権を行使することができません。なお、「米国居住株主」とは、1933

年米国証券法（U.S. Securities Act of 1933）ルール 800 に定義する「U.S. holder」を意味し

ます。 

 

３．ライツ・オファリングの日程 

日程 内容 

平成 25 年８月 26 日（月） 取締役会決議 

本新株予約権無償割当てに係る有価証券届出書提出 

平成 25 年９月 11 日（水） 本新株予約権無償割当てに係る届出の効力発生日（予定） 

平成 25 年９月 18 日（水） 株主確定日（予定）※本新株予約権の割当対象とする株主の確定日 

平成 25 年９月 19 日（木） 本新株予約権無償割当ての効力発生日 

本新株予約権上場日（予定）（東京証券取引所より後日発表） 

平成 25 年 10 月１日（火） 本新株予約権の株主割当通知書送付日（予定） 

平成 25 年 10 月 18 日（金） 本新株予約権行使期間の初日 

平成 25 年 11 月１日（金） 本新株予約権上場廃止日（予定）（東京証券取引所より後日発表） 

平成 25 年 11 月８日（金） 本新株予約権行使期間の最終日 

 

４．調達する資金の額及び資金の使途等 

（１）調達する資金の額 

本件による資金調達額は、株主確定日における当社の発行済株式総数、及び株主の皆様による新株予   

約権の行使状況により変動いたします。以下は、本新株予約権の総数のうち行使された本新株予約権の

割合（以下「行使比率」といいます。）が 100%（本新株予約権の総数 51,713 個が全て行使された場合）

と仮定した場合の払込金額の総額、発行諸費用の概算額及び差引手取概算額を記載しております。  

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

336,128,000 40,000,000 296,128,000

（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．発行諸費用の内訳は、ファイナンシャルアドバイザーや弁護士等への業務委託報酬 34 百万円、

その他諸費用６百万円（登記費用、各口座管理機関への事務手数料等）となっております。 

   ３．本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合には、払込金額の総額、発行諸費用の概算

額及び差引手取概算額は減少いたします。 
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（２）調達する資金の使途 

調達する資金の使途 金額（百万円） 支出予定時期 

医療機器関連事業 

医療機器製造販売事業 

（メディエート社の転換社債型新株予約権付社債引受）

先端医療機器輸入販売事業 

（先端医療機器の輸入代金、人件費） 

ETF 専門投資顧問事業（人件費、事業開始資金） 

100

96

100

 

平成 25 年 11 月 

 

平成 25 年 11 月～ 

平成 26 年 11 月 

平成 25 年 11 月～ 

平成 26 年８月 

（注）１．行使比率が 100%を下回った場合、メディエート社の転換社債型新株予約権付社債引受、 

ETF 専門投資顧問事業、先端医療機器輸入販売事業の順に充当する予定です。 

２．比較的優先度の高いメディエート社の転換社債型新株予約権付社債引受にかかる資金調達 

額が調達されなかった場合においては株式市場やマーケット状況を勘案し、速やかにその 

他資金調達の手法を検討してまいります。 

    ３．メディエート社の転換社債型新株予約権付社債引受にかかる資金調達額が調達された場合、 

速やかにその他資金調達を行う予定はありません。 

    ４．今回調達した資金について、上記の資金使途に対して実際に支出するまでは、当社銀行普通

預金口座にて管理する予定です。 

 

資金使途の具体的な内訳 

当社は、現在行っております事業再生に向けた取組みを、これまでに判明した改善点及び足元の事業

環境等も踏まえたうえで、一層強力に推進してまいる所存であります。かかる事業再生に向けた取組み

の具体的な内容は以下の通りです。 

 

Ⅰ 医療機器関連事業の拡大 

①医療機器製造販売事業 

当社の連結子会社であるメディエート社は、平成 21 年７月に厚生労働省による薬事承認を取得した日

本初のホルムアルデヒド低温ガス滅菌器を戦略商品としております。滅菌器業界では、エチレンオキシ

ドガス滅菌器が主流でしたが、環境や人体へ悪影響を及ぼすこと、滅菌に要する時間が長いこと等から、

徐々に利用が敬遠され、過酸化水素滅菌器にシフトしました。過酸化水素滅菌器は、普及につれて滅菌

力や有害物質の残留問題等が顕在化し、新たな製品が求められました。そこで登場したのがメディエー

ト社のホルムアルデヒド低温ガス滅菌器です。処理の短時間化、有害物質の無毒化等を確立させ、表【メ

ディエート社 ホルムアルデヒド低温ガス滅菌器の販売実績及び計画】に示すように、着実に販売実績

を伸ばしてまいりました。薬事承認取得後の導入実績が 50 台を超えたことにより、病院や研究機関から

の信頼が高まり、更なる需要が見込め、増産が必要となりました。そこでメディエート社は大規模な設

備投資を行うことなく、増産を実現するため、滅菌機器の製造設備を有する澁谷工業株式会社（以下「澁

谷工業社」という。）と取引基本契約を平成 25 年５月 23 日付で締結し、製造を委託することとしました。

かかる製造委託により、メディエート社自身では大規模な設備投資が不要となりましたが、澁谷工業社

に対する外注費の支払いが先行して発生することから、運転資金が必要となりました。メディエート社

は資金調達を図りましたが、債務超過であることから、金融機関からの追加融資を受けられておりませ
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ん。 

そのため当社はメディエート社の転換社債型新株予約権付社債 100 百万円を引受けることで、メディ

エート社の当面の運転資金の確保に加え、人的ネットワークのある中国での販売認可を今後取得（通常、

申請から 10 カ月程度で取得）する予定であり、ホルムアルデヒド低温ガス滅菌器の販売拡大を目指しま

す。 

転換社債型新株予約権付社債を選択した理由は、平成 25 年１月 28 日開示の「当社子会社による第１

回無担保転換社債型新株予約権付社債発行に関するお知らせ」に記載しているとおり、当該発行につい

て株主総会で既に決議を行っていること、そして当社がメディエート社に対する株式保有比率を将来的

に増加させる方針があることから、機動的に株式への転換が可能である点があげられます。メディエー

ト社による転換社債型新株予約権付社債の発行は、当初、特許権使用料の支払い遅延の解消を目的に１

月 31 日の払込みとしていたところ、割当予定先と条件面で合意できなかったことから検討を継続してま

いりましたが、６月末に交渉を打ち切りました。一方、特許権の使用料の支払いについては、売上を原

資に進んでおり、特許権使用料の未払残高は、平成 25 年１月末の 91 百万円から平成 25 年７月末におい

て 54 百万円となるまでとなりました。このように売上増加により返済原資が確保できていることから、

製造体制の整備を優先し、澁谷工業社に対する外注費支払いを優先することとしました。なお転換社債

型新株予約権付社債の発行条件は未定でありますが、決定次第、別途開示いたします。 

 

【メディエート社 ホルムアルデヒド低温ガス滅菌器の販売実績及び計画】   （台数） 

平成 23 年３月期 

（実績） 

平成 24 年３月期

（実績） 

平成 25 年３月期

（実績） 

平成 25 年 11 月期

（計画） 

平成 26 年 11 月期

（計画） 

11 18 22 15 50 

（注)１．メディエート社は受注販売を行っており、受注・製造・販売台数が一致するため、ここでは 

販売台数のみを記載しております。 

２．メディエート社は平成 25 年 11 月期より親会社に合わせて決算期を変更しております。 

よって、平成 25 年 11 月期の計画販売台数 15 台は、８カ月分の計画となっております。 

３．平成 25 年 11 月期以降の販売計画は、本資金調達が行われることを前提としております。 

４．平成 26 年 11 月期は、澁谷工業社に対する製造委託により以下の効果を見込んでおります。 

①自社製造から外部委託に変更することで、澁谷工業社の調達力を活用した原料コストの低減等 

 が見込めるため、販売価格を見直せる点。 

②製造能力の増強により、受注が増加しても追加の設備投資なしで増産が可能となる点。 

 

【メディエート社 業績及び財務状況】      （百万円） 

 平成 23 年 

３月期 

平成 24 年 

３月期 

平成 25 年 

３月期 

売上高 277 360 379

（内 ホルムアルデヒド低温ガス滅菌器） 99 162 198

営業利益（▲は営業損失） ▲32 10 8

経常利益（▲は経常損失） ▲38 3 3

当期純利益（▲は当期純損失） ▲3 2 ▲6
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総資産 208 220 194

純資産 ▲101 ▲98 ▲104

 

【メディエート社の転換社債型新株予約権付社債に関する具体的な資金使途】 

資金使途 金額 

（百万円） 

支出時期 

澁谷工業社への製造委託に伴う外注費 30 平成 25 年 11 月 

滅菌器に係る大型機、小型機の開発費用 25 平成 26 年３月頃 

中国での販売認可手続費用 16 平成 26 年９月頃 

当該装置に係る消耗品開発及び買取代金 15 平成 26 年３月頃 

CE マーク取得手続費用 6 平成 26 年３月頃 

展示会・学会発表等の販売促進費用 5 平成 26 年２月頃 

プリオン不活性化の立証試験費用 3 平成 26 年２月頃 

 

②先端医療機器輸入販売事業 

当社は、医療機器関連事業の拡大に向けて、先端医療機器を取り扱うことといたしました。先端医療

機器の輸入販売には、日本における専属販売権の取得や輸入経路の確保が必要となりますが、子会社で

あるメディエート社のネットワークを活用し、対応を図っております。 

当社はドイツのMivenion社*1が開発したリュウマチ診断装置Xiraliteの日本での専属販売権を平成

25 年７月１日に取得しました。従来リュウマチの診断は CT や MRI、血液検査によることが多かったもの

の、CT や MRI は大掛かりな検査になり、また血液検査でリュウマチと診断されても既に病状が悪化して

いる等の理由から、リュウマチ診断自体が広く普及しておりませんでした。そこでリュウマチ検査の簡

便化と早期発見に資する Xiralite が開発され、約 6分間センサーに指を掲げるだけでリュウマチ診断が

出来るようになりました。時間と場所をとる CT や MRI に比べて要する時間や場所も比較的小さくすみ、

従来のリュウマチ診断装置に比べて安いなどの特長を備えており、病院や医師の負担も大きく軽減でき

ることが期待されております。このような特長から Xiralite はリュウマチ診断装置として、ヨーロッパ

地域で薬事承認を取得し、実績を積み上げております。現在、日本での薬事承認（来年２月を目途）に

向けて東京都内の大学附属病院においてデータ収集が始まることが確定しております。一般的に、販売

に薬事承認が必要な医療機器については、薬事承認後に導入数が増加します。ただし、薬事承認前でも

病院や医師等の判断によって個別に導入する場合もあるため、売上計上することがあります。 

先端医療機器の輸入販売は、発注を受けてから必要数だけを輸入し、一定のマージンをのせて販売す

るため、安定的な利益確保が見込めます。 

 

【ヨーロッパ地域での販売実績】      （台数） 

2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 

２ ８ 12 18 

 

*1 Mivenion 社について 

会社名 Mivenion, GmbH 
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所在地 Robert-Koch-Platz 4, Berlin, Deutsche 

代表者 Maite Bahner 

Kai Licha 

Michael Schirner 

事業内容 医療機器の製造・販売 

炎症や自己免疫疾患の患者に対して、独自製品を組み合わせた医療ソ

リューションを提供する。 

資本金 33,706.00 ユーロ 

 

また当社は、スペインの ONCOVISION 社*2 が製造する Mammi Breast PET（乳がん診断装置）に関する日

本での専属販売権を平成 25 年８月１日に取得しました。Mammi Breast PET は、うつぶせに寝るだけでが

んの位置や深さまで判明可能な装置です。これまでの乳がん検診はマンモグラフィーが主流でした。マン

モグラフィーは、乳房を装置の撮影台に載せ、プラスチック製の圧迫板によって、撮影台に強く押さえつ

ける検査手法のため、痛みを伴うことが欠点となっております。 

一方 Mammi Breast PET は、痛みを伴わない検査であることから、EU で普及が進んでおります。国内で

も導入ニーズがあるため、薬事承認（来年２月を目途）の取得に向けて手続きを進めております。薬事承

認を受けた場合、全国の PET（”Positron Emission Tomography”（陽電子断層撮影法））センター*3 への

販売を見込んでおります。なお薬事承認前であっても病院や医師等の判断により、導入されるケースがあ

り、既に都内の大手クリニック１施設への納品が決まっております。Xiralite 同様に発注を受けてから必

要数だけを輸入し、一定のマージンをのせて販売するため、安定的な利益確保が見込めます。 

 

*2 ONCOVISION 社について 

会社名 ONCOVISION(GEM Imaging S.A.) 

所在地 Centro de Investigación Príncipe Felipe. C/ Eduardo Primo Yúfera 

3 Torre C. 3ª Planta 46013 Valencia, Spain 

代表者 Gabriel Gonzalez Pavon 

事業内容 医療機器の製造・販売 

がんの診断や治療、そして神経内科、悪性腫瘍、心臓病に関する先進

的な研究を中心に行う。 

資本金の額 5,000,000.00 ユーロ 

 

*3 PET センターとは、PET 検査を用いたがん検査施設のことで、現在全国に 212 件あります。 

（出典）日本核医学会 PET 核医学分科会ホームページ 

 

 なお、当社は医療機器関連事業の拡大に向けて、先端医療機器の取扱いを進めておりますが、薬事承認

の遅延や、十分な資金が調達できない場合、事業の拡大が見込めない可能性があります。資金が調達でき

た場合、調達資金は、薬事承認を受けるまで、医療機器関連事業に係る運転資金に充当する予定です。薬

事承認を取得次第、業績への影響が見込まれることから速やかに開示いたします。 

  



11 
 

Ⅱ ETF*1 専門投資顧問事業の拡大 

ETF*1 専門投資顧問事業 

T&C XTF Japan はこれまで、米国子会社 XTF, Inc.のデータベースやノウハウを活用して、ETF に関す

るデータベース、レーティング、分析ツールなどを日本の投資家に提供してきました。日本での ETF 市

場規模は、世界の主要 ETF 市場規模と比べると大きな差があります。米国投資信託協会（ICI）の調査に

よると、米国では ETF 上場銘柄数が 1,500 銘柄に迫り、それらの時価総額は約 150 兆円規模となってお

ります。当社は、日本国内における ETF 運用の拡大に向けて、これまでのサービス提供に加え国内での

ETF 専門の投資顧問事業を本格的に展開します。ETF は顧客からみると運用コストの安さが魅力的であり、

富裕層を中心に潜在的な需要があります（米国では ETF を中心とした資産管理型商品が広く普及してお

ります。）。当社は欧米の PB（プライベートバンカー）と協力し、ターゲットである富裕層に対して ETF

マネージドポートフォリオ*2 を提案し、受託を目指してまいります。当社は従来のサービスで培った ETF

に関する評価や調査のノウハウと、米国に上場する全 ETF を網羅するデータベース活用して、投資顧問

事業に取り組む予定です。 

 

*1 ETF 

  証券取引所に上場し、株価指数等に代表される指標への連動を目指す投資信託 

*2 ETF マネージドポートフォリオ 

  ETF を使ったポートフォリオの戦略・運営を請け負う投資顧問業務 

 

【米国における富裕層の金融商品の保有状況】 

 全家計 個別株保有家計 ETF 保有家計 

世帯所得（税引き前） 4.9 万ドル 8.8 万ドル 12.5 万ドル 

世帯金融資産（不動産含まず） 7.5 万ドル 24.2 万ドル 50 万ドル 

（注）2011 年５月時点。所得と資産は中央値で算出しております。 

（出典）米投資信託協会（ICI）より T&C Financial Research USA, Inc. 

 

【ETF 専門投資顧問事業に関する具体的な資金使途】 

資金使途 金額（百万円） 支出時期 

運転資金（人件費） 
30

平成 25 年 11 月～ 

平成 26 年８月頃 

投資顧問事業免許取得費用 

（財務局への預託金と設備費用） 
10 平成 26 年２月頃 

トラックレコード作成のための運用資金 

（ETF ポートフォリオを使った実証分析） 
60 平成 25 年 11 月頃 
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５．資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、この度調達した資金の使途といたしましては、上述の「４．調達する資金の額及び資金の使 

途等（２）調達する資金の使途」に記載した投資の実行を予定しております。当社としては、かかる投

資によって当社の収益力安定化が図られ、また懸案となっている債務超過についても解消の道筋を立て

ることができることから、かかる資金使途は合理的であり、株主の皆様の利益に資するものと判断して

おります。 

 

６．発行条件の合理性 

本新株予約権の割当数、本新株予約権の１個当たりの交付株数及び行使価額につきましては、当社の

業績動向、財務状況、直近の株価動向、発行可能株式総数、及び既存の株主の皆様による本新株予約権

の行使の可能性（株主の皆様に本新株予約権を行使していただけるよう、時価を下回る行使価額を設定

しております。）等を勘案して決定いたしました。割当数につきましては、当社普通株式１株につき本新

株予約権１個を割当てることとし、本新株予約権の行使により当社普通株式 0.5 株が交付され、また、

行使価額につきましては、１株当たり 13,000 円（本新株予約権の発行決議日前営業日の当社の普通株式

の株価終値の 62.53%）に設定いたしました。本新株予約権の１個当たりの交付株数の決定にあたっては、

本新株予約権が全て行使された場合の当社発行済株式総数が、発行可能株式総数 83,832 株を下回る必要

があるため、本新株予約権の１個当たりの交付株数を１株ではなく 0.5 株としました。本件は当社の企

業価値、ひいては株式価値向上を目的として実施するものであり、かつ、既存株主の皆様が経済的な不

利益を被らないための配慮もなされていること等を勘案し、本件の発行条件については合理的であると

考えております。 

 

７．潜在株式による希薄化情報等 

（１）潜在株式による希薄化情報 

平成 25 年８月 26 日現在における当社の発行済株式数は 27,321 株であります。（本日現在において当

社は自己株式を保有しておりません。）なお、本日決議の第三者割当増資（デットエクイティスワップ）

について全額が払い込まれた場合には 24,392 株が新規発行される予定であるため、これにより当社発行

済株式総数は 51,713 株となる予定です。従いまして、本新株予約権の１個当たりの交付株数を 0.5 株と

する本新株予約権が全て行使された場合に発行される当社普通株式数は 25,856 株です。従いまして、発

行済株式総数に対する本新株予約権にかかる潜在株式数の比率は 50%となります。本新株予約権は各株

主様が保有する株式数に応じて割り当てられるため（平成 25 年９月 18 日（水）の最終の株主名簿に記

載又は記録された株主様につきましては、平成 25 年 10 月３日（木）頃に、本新株予約権に関する株主

割当通知書が、各株主様がお取引のある証券会社にご登録頂いている住所宛に届く予定です。）、割り当

てられた本新株予約権の全てを行使した株主様につきましては、当該株主様が有する株式価値の希薄化

は生じないことになります。なお、本新株予約権は東京証券取引所への上場を予定しているため、本新

株予約権の行使を希望しない場合には、本新株予約権を市場で売却することにより当該希薄化により生

じる不利益の全部又は一部を補う機会が得られることが期待されます。但し、割り当てられた本新株予

約権の行使及び売却を行わなかった場合には、当該株式価値について希薄化が生じる可能性又は当該希

薄化により生じる不利益の全部若しくは一部を補う機会を失う可能性がありますのでご注意ください。 
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（２）発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 25 年８月 26 日現在） 

 株式数 発行済株式数に対する比率 

現時点における発行済株式数 27,321 株 100.0%

現時点における潜在株式数 0 株 0.0%

本新株予約権に係る潜在株式数（見込数） 13,660 株 50.0%

（注）１．本新株予約権の行使期間内に本新株予約権の行使が行われなかった場合には、発行される 

株式数は減少いたします。 

２．また上記本新株予約権に係る潜在株式数は本日決議の第三者割当増資（デットエクイティ

スワップ）を考慮しない平成 25 年８月 26 日（月）現在の当社発行済株式数に基づくもの

であり、本日決議の第三者割当増資（デットエクイティスワップ）を考慮すると、25,856

株になる見込みです。 

 

８．上位株主による本新株予約権の行使又は売却等に関する意向について 

当社代表取締役田中茂樹氏より、本新株予約権無償割当てによって割り当てられる本新株予約権を全

て行使する旨の報告を受けております。これにより、平成 25 年 11 月期第２四半期末（平成 25 年５月末）

時点の債務超過 587 百万円は、本日決議の第三者割当増資（デットエクイティスワップ）（詳しくは第三

者割当増資（デットエクイティスワップ）に関するプレスリリース「第三者割当により発行される株式

（現物出資（デットエクイティスワップ））の募集並びに筆頭株主及び主要株主の異動に関するお知らせ」

をご参照ください。）によって 507 百万円縮小し、また当社代表取締役田中茂樹氏の本新株予約権の全行

使によって 46 百万円縮小し、平成 25 年 11 月期第２四半期末（平成 25 年５月末）時点の残りの債務超

過は 34 百万円となる見込みです。 

上位株主による本新株予約権の行使又は売却等に関する意向につきましては、本日以降、当社にて確

認が出来次第、改めて公表をさせていただく予定です。 

  

９．その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項 

（１）各株主様のお取引について 

本新株予約権が割り当てられた各株主様におかれましては、本新株予約権の行使による当社普通株式      

の取得又は東京証券取引所等を通じた本新株予約権の売却の何れかの方法をとることが可能となってお

ります。具体的な手続きにつきましては、平成 25 年８月 26 日公表の「ライツ・オファリング（ノンコ

ミットメント型／上場型新株予約権の無償割当て）に関するご説明（Q&A）」をご参照ください。なお、

本資金調達方法は行使期間内において行使されなかった新株予約権が失権（消滅）するスキームとなっ

ておりますので、この点、株主の皆様におかれましては、十分にご留意いただく必要がございます。 

 

（２）本新株予約権の買付け希望の株主様及び投資家様について 

新たに本新株予約権の買付けを希望される株主様及び投資家様につきましては、まずは各自でお取引 

のある証券会社様までお問合わせください。お取引のある証券会社様で本新株予約権買付けに係る取次

業務を受け付けていない場合は、他の証券会社様に新たに口座を開設していただく必要があります。詳

細につきましては、「ライツ・オファリング（ノンコミットメント型／上場型新株予約権の無償割当て）

に関するご説明（Q&A）」をご参照ください。 
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（３）米国居住の株主様による本新株予約権の行使について 

米国に居住する株主様（本資料においては、1933 年米国証券法（U.S. Securities Act of 1933）ル  

ール 800 に定義する「U.S. holder」を意味します。以下「米国居住株主」といいます。）につきまして

は、本新株予約権の売買は可能な一方で、本新株予約権の行使を制限させていただくこととなります。

これは、米国居住株主による新株予約権の行使を認めた場合に履行する必要があり得る米国当局に対す

る登録等の手続きに起因する当社の過剰な負担を回避する目的で行われるものですが、米国居住株主に

対する当該制限については、株主平等の原則に抵触する可能性があることから、慎重に検討をいたしま

した。 

かかる検討の結果、当社といたしましては、(ⅰ)米国居住株主による新株予約権の行使を認めた場合

に履行する必要があり得る米国当局に対する登録等の手続きに係るコストが極めて大きな負担となる一

方で、(ⅱ)本件においては、仮に米国居住株主による新株予約権の行使を制限したとしても新株予約権

の上場によって流動性が確保されるため、当該株主の皆様も市場取引を通じて一定の経済的利益の獲得

を図れることに鑑み、当該制限は株主平等の原則に違反するものではないと判断いたしました。 

なお、当社は上記の検討にあたり汐留パートナーズ法律事務所佐藤弁護士より、当該制限が株主平等

の原則に抵触するものではないと解することができる旨の法律意見書を取得しております。 

  

（４）株式が意図しない株主に渡る可能性 

本資金調達手法は、当社が意図しない株主に新株予約権を割当てられる可能性があります。当社は平成

22 年８月に実施した第三者割当増資によって意図しない株主に株式が保有される事態が発生しましたが、

当社は平成 25 年５月末の株主名簿によって当該株主が本新株予約権の割当対象先に含まれていないこと

を確認しております。 

 

１０．今後の見通し 

本新株予約権の行使結果につきましては、随時、公表してまいります。また、債務超過の解消について

も見通しが判明次第、速やかに公表いたします。 

 

１１．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況等 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成 22 年 11 月期 平成 23 年 11 月期 平成 24 年 11 月期 

売上高（百万円） 850 569 506

営業利益（百万円） ▲182 ▲257 ▲420

経常利益（百万円） ▲287 ▲355 ▲435

当期純利益（百万円） ▲202 ▲468 ▲328

１株当たり当期純利益（円） ▲11,987.74 ▲22,645.72 ▲13,810.37

１株当たり配当金（円） - - -

１株当たり純資産（円） 17,469.37 196.62 ▲8,858.61
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（２）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

・第三者割当増資 

発行期日 平成 22 年８月 24 日 

調達資金の額 110,500,000 円（差引手取概算額） 

発行価額 33,000 円 

募集時における発行済株式数 17,208 株 

当該募集による発行株式数 3,500 株 

募集後における発行済株式総数 20,708 株 

割当先 香港東盛禾投資集團有限公司 

発行時における当初の資金使途 ①運転資金 

②当社 100％子会社（T&C FA Holding AG）への貸付金（メディエート

社への出資） 

発行時における支出予定時期 ①平成 22 年８月から平成 23 年７月まで 

②平成 22 年８月から平成 22 年９月まで 

現時点における充当状況 当初の資金使途に従い充当済みであります。 

 

・第三者割当増資 

発行期日 平成 24 年６月 13 日 

調達資金の額 115,727,500 円 

現物出資（デットエクイティスワップ）の払込方式による 

発行価額 17,500 円 

募集時における発行済株式数 20,708 株 

当該募集による発行株式数 6,613 株 

募集後における発行済株式総数 27,321 株 

割当先 京都香港發展有限公司、箕輪勉 

発行時における当初の資金使途 デットエクイティスワップによる債務の株式化 

発行時における支出予定時期 平成 25 年６月 

現時点における充当状況 デットエクイティスワップによる債務の株式化 

 

・第三者割当増資 

発行期日 平成 25 年８月 26 日 

調達資金の額 507,109,680 円 

現物出資（デットエクイティスワップ）の払込方式による 

発行価額 １株につき  20,790 円 

募集時における発行済株式数 27,321 株 

当該募集による発行株式数 24,392 株 

募集後における発行済株式総数 51,713 株 

割当先 田中茂樹、Tiger Financial ManagementGmbH、梅村晋平、梅村文和、大

榮産業株式会社、Ant Investments GmbH、株式会社ジーティーアイ、小
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野内伸次、SG Investments, Ltd.、井上勇、ロー・ブン・ファ、眞城利

浩、木下佐智子、井上京子 

発行時における当初の資金使途 デットエクイティスワップによる債務の株式化 

発行時における支出予定時期 平成 23 年６月から平成 25 年 11 月まで 

現時点における充当状況 デットエクイティスワップによる債務の株式化 
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（３）最近の株価の状況 

①過去３年間の状況（期末） 

 平成 22 年 11 月期 平成 23 年 11 月期 平成 24 年 11 月期 

始値 43,000 円 77,000 円 14,600 円

高値 92,900 円 85,000 円 26,000 円

安値 26,000 円 13,530 円 3,920 円

終値 76,500 円 14,700 円 5,550 円

 

②最近６カ月の状況 

 平成 25 年２月 平成 25 年３月 平成 25 年４月 

始値 4,850 円 4,570 円 4,995 円

高値 5,050 円 6,080 円 13,510 円

安値 4,335 円 4,395 円 4,450 円

終値 4,815 円 5,000 円 13,510 円

 

 平成 25 年５月 平成 25 年６月 平成 25 年７月 

始値 16,510 円 41,300 円 23,700 円

高値 106,900 円 41,500 円 44,000 円

安値 16,510 円 15,030 円 21,500 円

終値 42,500 円 20,500 円 22,970 円

 

③発行決議日前営業日における株価 

 平成 25 年８月 23 日 

始値 20,650 円

高値 21,280 円

安値 20,350 円

終値 20,790 円

 

以上 

  



18 
 

ご注意： 

本書（参考書面を含みます。）は、当社の第５回新株予約権の発行に関して一般に公表するための公表文で

あり、特定の者に宛てて投資勧誘を目的として作成されたものではありません。本新株予約権の行使、売

買その他の投資判断につきましては、平成 25 年８月 26 日付で提出された有価証券届出書（URL: 

http://info.edinet-fsa.go.jp/）を熟読された上で、株主様又は投資家様ご自身の責任において行う必要

があることをご理解いただければと存じます。本書には、当社の財政状態又は業績等についての見通し、

予測、予想、計画又は目標等の将来に関する記載が含まれております。これらの記載内容は、本書の作成

時点における当社の判断又は認識に基づいておりますが、将来における実際の業績等は、様々な要因によ

り、本書に記載された見通し等と大きく異なる可能性がございますので予めご了承ください。 

なお、本書は、日本国外における証券の募集又は購入の勧誘を一切構成するものではありません。本新株

予約権の発行については、日本国外における証券法その他の法令（1933 年米国証券法（その後の改正を含

みます。）を含みます。）に基づく登録はされておらず、またかかる登録が行われる予定もありません。米

国においては、1933 年米国証券法（その後の改正を含みます。）に基づく証券の登録を行うか又は登録義

務からの適用除外を受ける場合を除き、証券の募集又は販売を行うことはできません。 
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【ご参考】 

第５回新株予約権発行要項 

 

１．新株予約権の名称 

株式会社 T&C ホールディングス 第５回新株予約権（以下「本新株予約権」といい、その保有者を「本

新株予約権者」という。） 

 

２．本新株予約権の割当ての方法 

  会社法第 277 条に規定される新株予約権無償割当ての方法により、平成 25 年９月 18 日（以下「株主

確定日」という。）における当社の最終の株主名簿に記載又は記録された当社以外の株主に対し、その

有する当社普通株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約権を割り当てる（以下「本新

株予約権無償割当て」という。）。 

 

３．本新株予約権の総数 

  株主確定日における当社の発行済株式総数から同日において当社が保有する当社普通株式の数を控除

した数とする。 

 

４．本新株予約権無償割当ての効力発生日 

  平成 25 年９月 19 日 

 

５．本新株予約権の内容 

（１）本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

  本新株予約権１個当たりの目的である株式の種類及び数は、当社普通株式 0.5 株とする。 

（２）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  ①各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権１個当たり 6,500 円とする。 

  ②本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの財産の価額は、13,000 円とする。 

（３）本新株予約権の行使期間 

  平成 25 年 10 月 18 日（金）から平成 25 年 11 月８日（金）までとする。 

（４）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項 

  ①本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17

条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

  ②本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の

資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

（５）本新株予約権の譲渡制限 

  譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要しない。 

（６）本新株予約権の行使の条件 

  各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

（７）本新株予約権の取得事由 
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  本新株予約権の取得事由は定めない。 

（８）本新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取り決め 

  本新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じたときは、

その端数を切り捨てるものとする。 

 

６．社債、株式等の振替に関する法律の適用 

  本新株予約権は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（平成 13 年法律第 75 号。その

後の改正を含む。以下「社債等振替法」という。）第 163 条の定めに従い社債等振替法の規定の適用を

受けることとする旨を定めた新株予約権であり、社債等振替法第 164 条第２項に定める場合を除き、

新株予約権証券を発行することができない。また、本新株予約権の取扱いについては、振替機関の定

める株式等の振替に関する業務規程その他の規則に従う。 

 

７．本新株予約権の行使請求受付場所 

  東京都港区北青山一丁目２番３号 

  株式会社アイ・アールジャパン 証券代行業務部 

 

８．本新株予約権の行使に際して金銭の払込取扱場所 

  株式会社三井住友銀行 三田通支店 

 

９．本新株予約権の行使の方法 

 （１）本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、直近上位機関（当該本新株予約権者が本新

株予約権の振替を行うための口座の開設を受けた振替機関又は口座管理機関をいう。以下同じ）に

対して、本新株予約権の行使を行う旨の申し出及び払込金の支払いを行う。 

 （２）直近上位機関に対し、本新株予約権の行使を行う旨を申し出た者は、その後これを撤回すること

ができない。 

 

１０．米国居住株主による本新株予約権の行使について 

  米国居住株主は、本新株予約権を行使することができない。なお「米国居住株主」とは、1933 年米国

証券法（U.S. Securities Act of 1933）ルール 800 に定義する「U.S. holder」を意味する。 

  

１１．振替機関 

  株式会社証券保管振替機構 

 

１２．その他 

 （１）上記各項については、金融商品取引法による本新株予約権無償割当てに係る届出の効力発生を条

件とする。 

 （２）上記に定めるもののほか、本新株予約権の発行に関し必要な事項の決定その他一切の行為につい

て、代表取締役に一任する。 


